
（第3表）

一般会計 （内閣1・2係 含む他係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員 【△5】
＜5＞

△ 9
(組織)内閣本府 1,237 28 5 △ 13 △ 4 0 0 0 0 0 9 11 1,248

【△3】
＜3＞

△ 6
 (項)内閣本府共通費 1,098 24 5 △ 13 0 0 0 0 0 0 6 11 1,109

【△2】
＜2＞

△ 3
 (項)経済社会総合研究所 139 4 0 0 △ 4 0 0 0 0 0 3 0 139

(組織)地方創生推進事務局 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

 (項)地方創生推進事務局 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

(組織)知的財産戦略推進事務局 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

 (項)知的財産戦略推進事務局 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

(組織)科学技術・イノベーション推進事務局 58 1 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 58

 (項)科学技術・イノベーション推進事務局 58 1 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 58

(組織)健康・医療戦略推進事務局 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

 (項)健康・医療戦略推進事務局 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

(組織)宇宙開発戦略推進事務局 16 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 17

 (項)宇宙開発戦略推進事務局 16 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 17

(組織)北方対策本部 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12

 (項)北方対策本部 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12

新規増員
削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級 月数

増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係 含む他係） （単位：人）

その他の
振替

新規増員
削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級 月数

増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

(組織)子ども・子育て本部 26 2 0 △ 2 0 0 0 0 0 0 0 0 26

 (項)子ども・子育て本部 26 2 0 △ 2 0 0 0 0 0 0 0 0 26

(組織)総合海洋政策推進事務局 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

 (項)総合海洋政策推進事務局 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

(組織)国際平和協力本部 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23

 (項)国際平和協力本部 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23

(組織)日本学術会議 50 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 52

 (項)日本学術会議 50 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 52

(組織)官民人材交流センター 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17

 (項)官民人材交流センター 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17

【△8】
＜8＞

△ 8
(組織)沖縄総合事務局 874 15 6 △ 16 0 0 0 0 0 0 8 △ 1 873

【△4】
＜6＞

△ 4
 (項)沖縄総合事務局 592 10 1 △ 12 0 0 0 0 0 0 6 0 592

【△2】
＜1＞

△ 2
 (項)沖縄治水事業工事諸費 38 0 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 1 △ 2 36

【△1】
＜1＞

△ 1
 (項)沖縄道路整備事業工事諸費 93 2 2 △ 2 0 0 0 0 0 0 1 0 93

 (項)沖縄港湾空港整備事業工事諸費 54 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 56

 (項)沖縄道路環境整備事業工事諸費 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係 含む他係） （単位：人）

その他の
振替

新規増員
削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級 月数

増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

 (項)沖縄国営公園事業工事諸費 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18

【△1】
＜0＞

△ 1
 (項)沖縄農業農村整備事業工事諸費 70 1 1 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 △ 1 69

　　 【△13】
＜13＞

△ 17
　計 2,353 49 11 △ 32 △ 4 0 0 0 0 0 17 13 2,366

【△13】
＜13＞

△ 17
　　　定員令第1条 2,325 49 11 △ 32 △ 4 0 0 0 0 0 17 13 2,338

　　　大臣等特別職 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28

再任用短時間勤務職員

(組織)内閣本府 83 6 0 (△6) △ 4 0 0 0 0 0 0 2 85

 (項)内閣本府共通費 70 6 0 (△6) △ 4 0 0 0 0 0 0 2 72

 (項)経済社会総合研究所 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13

(組織)北方対策本部 2 1 0 (△1) △ 1 0 0 0 0 0 0 0 2

 (項)北方対策本部 2 1 0 (△1) △ 1 0 0 0 0 0 0 0 2

(組織)日本学術会議 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

 (項)日本学術会議 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

(組織)沖縄総合事務局 49 1 0 (△1) △ 1 0 0 0 0 0 0 0 49

 (項)沖縄総合事務局 44 1 0 (△1) △ 1 0 0 0 0 0 0 0 44

　（項）沖縄工事諸費 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5
　　沖縄治水事業工事諸費
　　沖縄道路整備事業工事諸費
　　沖縄港湾空港整備事業工事諸費
　　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　　沖縄国営公園事業工事諸費
　　沖縄農業農村整備事業工事諸費

　計 137 8 0 (△8) △ 6 0 0 0 0 0 0 2 139



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員 【△5】
＜5＞

△ 9
(組織)内閣本府 1,237 28 5 △ 13 △ 4 0 0 0 0 0 9 11 1,248

【△3】
＜3＞

△ 6
 (項)内閣本府共通費 1,098 24 5 △ 13 0 0 0 0 0 0 6 11 1,109

【△2】
＜2＞

△ 3
 (項)経済社会総合研究所 139 4 0 0 △ 4 0 0 0 0 0 3 0 139

(組織)地方創生推進事務局 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

 (項)地方創生推進事務局 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

(組織)知的財産戦略推進事務局 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

 (項)知的財産戦略推進事務局 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

(組織)健康・医療戦略推進事務局 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

 (項)健康・医療戦略推進事務局 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

(組織)宇宙開発戦略推進事務局 16 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 17

 (項)宇宙開発戦略推進事務局 16 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 17

(組織)北方対策本部 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12

 (項)北方対策本部 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12

(組織)子ども・子育て本部 26 2 0 △ 2 0 0 0 0 0 0 0 0 26

 (項)子ども・子育て本部 26 2 0 △ 2 0 0 0 0 0 0 0 0 26

新規増員
削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級 月数

増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

新規増員
削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級 月数

増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

(組織)総合海洋政策推進事務局 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

 (項)総合海洋政策推進事務局 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

(組織)国際平和協力本部 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23

 (項)国際平和協力本部 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23

(組織)官民人材交流センター 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17

 (項)官民人材交流センター 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17

【△8】
＜8＞

△ 8
(組織)沖縄総合事務局 874 15 6 △ 16 0 0 0 0 0 0 8 △ 1 873

【△4】
＜6＞

△ 4
 (項)沖縄総合事務局 592 10 1 △ 12 0 0 0 0 0 0 6 0 592

【△2】
＜1＞

△ 2
 (項)沖縄治水事業工事諸費 38 0 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 1 △ 2 36

【△1】
＜1＞

△ 1
 (項)沖縄道路整備事業工事諸費 93 2 2 △ 2 0 0 0 0 0 0 1 0 93

 (項)沖縄港湾空港整備事業工事諸費 54 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 56

 (項)沖縄道路環境整備事業工事諸費 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

 (項)沖縄国営公園事業工事諸費 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18

【△1】
＜0＞

△ 1
 (項)沖縄農業農村整備事業工事諸費 70 1 1 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 △ 1 69

　　 【△13】
＜13＞

△ 17
　計 2,245 46 11 △ 31 △ 4 0 0 0 0 0 17 11 2,256

【△13】
＜13＞

△ 17
　　　定員令第1条 2,217 46 11 △ 31 △ 4 0 0 0 0 0 17 11 2,228

　　　大臣等特別職 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

新規増員
削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級 月数

増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

再任用短時間勤務職員

(組織)内閣本府 83 6 0 (△6) △ 4 0 0 0 0 0 0 2 85

 (項)内閣本府共通費 70 6 0 (△6) △ 4 0 0 0 0 0 0 2 72

 (項)経済社会総合研究所 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13

(組織)北方対策本部 2 1 0 (△1) △ 1 0 0 0 0 0 0 0 2

 (項)北方対策本部 2 1 0 (△1) △ 1 0 0 0 0 0 0 0 2

(組織)沖縄総合事務局 49 1 0 (△1) △ 1 0 0 0 0 0 0 0 49

 (項)沖縄総合事務局 44 1 0 (△1) △ 1 0 0 0 0 0 0 0 44

　（項）沖縄工事諸費 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5
　　沖縄治水事業工事諸費
　　沖縄道路整備事業工事諸費
　　沖縄港湾空港整備事業工事諸費
　　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　　沖縄国営公園事業工事諸費
　　沖縄農業農村整備事業工事諸費

　計 134 8 0 (△8) △ 6 0 0 0 0 0 0 2 136



（第３表）

一般会計 （文部科学3・４係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）科学技術・イノベーション推進事務局 58 1 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 58

 (項)科学技術・イノベーション推進事務局 58 1 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 58

（組織）日本学術会議 50 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 52

　（項）日本学術会議 50 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 52

計 108 3 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 2 110

　　うち
　　　定員令1条 108 3 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 2 110

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

再任用短時間勤務職員

（組織）日本学術会議 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

　（項）日本学術会議 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

令和４年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
３年度末
定　 　 員

４年度要求人員増△減

４年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替
職種 級 月数

増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

　

　　

アタッシェ 司法修習 会計間振替
差引増減



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

【△5】
予算定員 ＜5＞

△ 9
（組織）内閣本府 1,265 28 5 △ 13 △ 4 0 0 0 0 0 9 11 1,276

【△3】
＜3＞

△ 6 （新規増員）
　（項）内閣本府共通費 1,126 24 5 △ 13 0 0 0 0 0 0 6 11 1,137 ・大臣官房

行(一) 3級 12ヶ月 1人
【△3】
＜3＞

　うち △ 6 行(一) 5級 12ヶ月 1人
　　定員令第1条 1,098 24 5 △ 13 0 0 0 0 0 0 6 11 1,109

行(一) 5級 12ヶ月 1人

　うち
　　大臣等特別職 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28 行(一) 5級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 1人

行(一) 5級 12ヶ月 1人
行(一) 3級 12ヶ月 1人

・政策統括官（経済財政運営担当）
行(一) 5級 12ヶ月 1人

・政策統括官（経済社会システム担当）
行(一) 5級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 1人

・政策統括官（経済財政分析担当）
行(一) 3級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 1人

・政策統括官（防災担当）
行(一) 5級 12ヶ月 1人

個別避難計画の普及・促進に伴う新規増 行(一) 3級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 1人

・政策統括官（沖縄政策担当）
行(一) 5級 12ヶ月 1人
行(一) 3級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 1人

・男女共同参画局
性犯罪・性暴力被害者支援の強化に伴う新規増 行(一) 3級 12ヶ月 1人

ジェンダー統計の推進に伴う新規増 行(一) 3級 12ヶ月 1人

研修関係事務処理体制の強化に伴う新規増（令和
6年度末までの時限）

服務関係事務処理体制の強化に伴う新規増（令和
7年度末までの時限）

月数

4年度末
定　 　 員

積算内訳

内閣府における法令審査実施体制の整備に伴う新
規増

災害対応のデジタル化推進のための体制強化に伴
う新規増

産業人材の育成及びＤＸ（デジタルトランスフォー
メーション）の推進に係る体制強化に伴う新規増

振替
職種 級

増△減
人員数司法修習 会計間振替独法移行減 各省間振替

新規増員

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

アタッシェ

削減
差引増減

新型コロナウイルス等の感染症対策の体制強化に
伴う新規増

うち時限
定員合理化

目標数
減員

庁舎管理充実強化のための体制整備に伴う新規増
（令和7年度末までの時限）

効果的・効率的な経済対策の策定・実行のための
内外の政策の状況の迅速かつ正確な把握及びそ
の広報の体制整備に伴う増

新たなPPP/PFI目標の達成に向けた集中的取組、
及び海外へのPPP/PFＩ展開に向けた検討体制の強
化に伴う新規増

ビッグデータ等の高頻度データを用いた地域経済
の分析に伴う新規増

休眠預金等活用制度の新たな課題に対する体制
整備に伴う新規増

災害ボランティアの発掘・育成の促進等に伴う新規
増

クリーンエネルギーの導入及び特区・地域制度の効
果的な活用を推進するための体制強化に伴う新規
増

政策課題分析に資するリアルタイムデータ実用化の
ための新規増



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

月数

4年度末
定　 　 員

積算内訳振替
職種 級

増△減
人員数司法修習 会計間振替独法移行減 各省間振替

新規増員

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

アタッシェ

削減
差引増減

うち時限
定員合理化

目標数
減員

・沖縄振興局
行(一) 3級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 1人

・食品安全委員会事務局
行(一) 5級 12ヶ月 1人

　　計 24人

（定員合理化目標数）
・大臣官房
定員合理化による減 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

行(一) 1級 12ヶ月 3人 △  

・政策統括官（経済財政運営担当） 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

・政策統括官（経済社会システム担当） 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

・政策統括官（経済財政分析担当） 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

・政策統括官（防災担当） 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  
行(一) 1級 12ヶ月 1人 △  

・男女共同参画局 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

・沖縄振興局 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

・食品安全委員会事務局 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

・迎賓館 行(一) 1級 12ヶ月 1人 △  

　　計 13人 △  

（その他の振替）俸給表適用変更
・大臣官房

行(一) 6級 12ヶ月 2人 △  
専スタ 3級 12ヶ月 2人

・政策統括官（沖縄政策担当）
行(一) P 12ヶ月 1人 △  
専スタ 4級 12ヶ月 1人

　　計 0人

沖縄の子供の貧困対策推進ための体制強化に伴う
新規増

北部振興事業推進、ハード交付金の充当事業見直
しのための体制強化に伴う新規増

新たな振興計画に基づく新規事業推進のための体
制強化に伴う新規増（令和6年度末までの時限）

国際的な農薬代謝物の評価方法の見直しを受けた
体制の強化のための新規増

行（一）から専門スタッフ職への俸給表の適用変更

行（一）から専門スタッフ職への俸給表の適用変更



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

月数

4年度末
定　 　 員

積算内訳振替
職種 級

増△減
人員数司法修習 会計間振替独法移行減 各省間振替

新規増員

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

アタッシェ

削減
差引増減

うち時限
定員合理化

目標数
減員

（その他の振替）自律的再配置
・大臣官房

行(一) 3級 12ヶ月 1人

・独立公文書管理監
行(一) 3級 12ヶ月 1人

・公益認定等委員会事務局
公益認定等委員会事務局の体制整備に伴う増 行(一) 3級 12ヶ月 1人

　　計 3人

（その他の振替）業務改革による減
・政策統括官（沖縄政策担当）
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

・独立公文書管理監
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

・公益認定等委員会事務局
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

　　計 3人 △  

【△2】
＜2＞

△ 3
　（項）経済社会総合研究所 139 4 0 0 △ 4 0 0 0 0 0 3 0 139 （新規増員）

・経済社会総合研究所
SUT体系の確立に関する体制整備に伴う新規増 行(一) 5級 12ヶ月 1人

研究 2級 12ヶ月 3人

　　計 4人

（減員）
・経済社会総合研究所

研究 2級 12ヶ月 2人 △  
研究 1級 12ヶ月 1人 △  

研究 2級 12ヶ月 1人 △  

　計 4人 △  

（その他の振替）俸給表適用変更
・経済社会総合研究所

行(一) 6級 12ヶ月 1人 △  
専スタ 3級 12ヶ月 1人

（その他の振替）自律的再配置
・経済社会総合研究所

行(一) 3級 12ヶ月 2人

（その他の振替）業務改革による減
・経済社会総合研究所
国民経済計算の業務効率化に伴う減 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

消費動向調査の業務効率化に伴う減 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

　計 2人 △  

行（一）から専門スタッフ職への俸給表の適用変更

　

SUT体系の確立に関する体制整備に伴う新規増
（自律的再配置）

環境要因を考慮した統計（グリーンＧＤＰ（仮称）な
ど）や指標についての研究のための体制整備に伴
う新規増

平成30年度査定事項（SUT体系への移行に関する
研究のための体制整備に伴う新規増＜令和3年度
末までの時限＞3人＞の時限到来による減

平成30年度査定事項（国民経済計算（ＧＤＰ統計）
におけるデフレーターについて、医療・介護及び教
育の質の把握手法の検討のための体制整備に伴う
新規増＜令和3年度末までの時限＞1人）の時限到
来による減

公文書管理の適正の確保のための体制整備に伴う
増

「内閣府デジタル・ガバメント中長期計画」及び「内
閣府セキュリティ・IT人材確保・育成計画」の推進に
必要な体制の整備に伴う増



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

月数

4年度末
定　 　 員

積算内訳振替
職種 級

増△減
人員数司法修習 会計間振替独法移行減 各省間振替

新規増員

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

アタッシェ

削減
差引増減

うち時限
定員合理化

目標数
減員

【△5】
＜5＞

△ 9
　組織計 1,265 28 5 △ 13 △ 4 0 0 0 0 0 9 11 1,276

【△5】
＜5＞

　うち △ 9
　　定員令第1条 1,237 28 5 △ 13 △ 4 0 0 0 0 0 9 11 1,248

　うち
　　大臣等特別職 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28 （4年度末予算定員大臣等特別職の内訳）

（組織計）
　組織計のうち
・3年度末予算定員のうち再任用職員（フルタイム） 0人
・専門スタッフ職への振替合計 4人

（業務改革による減）
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) 3級 12ヶ月 3人 △  
国民経済計算の業務効率化に伴う減 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  
消費動向調査の業務効率化に伴う減 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

再任用短時間勤務職員
（組織）内閣本府
　（項）内閣本府共通費 70 6 （△6） △ 4 0 0 0 0 0 0 2 72

　（項）経済社会総合 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13
　　　　研究所　　　
　　計 83 6 （△6） △ 4 0 0 0 0 0 0 2 85

　　

副大臣3、大臣政務官3、大臣補佐官6、総合科学
技術・イノベーション会議議員4、原子力委員会委
員長1、再就職等監視委員会委員長1、食品安全委
員会委員4、原子力委員会委員2、公益認定等委員
会委員4



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）地方創生推進事務局 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

　（項）地方創生推進事務局 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

計 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

　　うち
　　　定員令1条 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替
職種 級 月数

増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

　

　　

差引増減



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）知的財産戦略推進事務局 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

　（項）知的財産戦略推進事務局 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

計 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

　　うち
　　　定員令1条 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

　

　　

差引増減 職種 級 月数



（第3表）

一般会計 （文部科学4係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）科学技術・イノベーション推進事務局 58 1 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 58

　（項）科学技術・イノベーション推進事務局 58 1 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 58 （新規増員）
・科学技術・イノベーション推進事務局

行(一) 5級 12ヶ月 1人

計 58 1 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 58
（定員合理化目標数）
・科学技術・イノベーション推進事務局

　　うち 定員合理化による減 行(一) 2級 12ヶ月 1人 △  
　　　定員令1条 58 1 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 58

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替
職種 級 月数

増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

　　

アタッシェ 司法修習 会計間振替

科学技術・イノベーション政策の教育・人材育成の
推進強化に伴う新規増

　

差引増減



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）健康・医療戦略推進事務局 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

　（項）健康・医療戦略推進事務局 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

計 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

　　うち
　　　定員令1条 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替
職種 級 月数

増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

　　

アタッシェ 司法修習 会計間振替

　

差引増減



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）宇宙開発戦略推進事務局 16 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 17

　（項）宇宙開発戦略推進事務局 16 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 17 （新規増員）
・宇宙開発戦略推進事務局

行(一) 5級 12ヶ月 1人

計 16 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 17

　　うち
　　　定員令1条 16 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 17

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

増△減
人員数

　　

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

会計間振替

削減
月数

宇宙資源の探査及び開発に関する事業活動の促
進に関する法律等による新規業務対応への体制強
化に伴う新規増

アタッシェ 司法修習

　

差引増減
振替

職種 級
うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）北方対策本部 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12

　（項）北方対策本部 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12

計 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12

　　うち
　　　定員令1条 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

再任用短時間勤務職員

（組織）北方対策本部 2 1 0 （△1） △ 1 0 0 0 0 0 0 0 2

　（項）北方対策本部 2 1 0 （△1） △ 1 0 0 0 0 0 0 0 2

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

　

　　

差引増減 職種 級 月数



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）子ども・子育て本部 26 2 0 △ 2 0 0 0 0 0 0 0 0 26

　（項）子ども・子育て本部 26 2 0 △ 2 0 0 0 0 0 0 0 0 26 （新規増員）
・子ども・子育て本部

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 1人

　計 2人

（定員合理化目標数）
・子ども・子育て本部
定員合理化による減 行(一) 3級 12ヶ月 2人 △  

計 26 2 0 △ 2 0 0 0 0 0 0 0 0 26

　　うち
　　　定員令1条 26 2 0 △ 2 0 0 0 0 0 0 0 0 26

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

　

　　

差引増減 職種 級 月数

教育・保育施設等における重大事故等の防止のた
めの体制強化に伴う新規増

認定こども園制度の推進体制の強化に伴う新規増



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）総合海洋政策推進事務局 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

　（項）総合海洋政策推進事務局 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

計 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

　　うち
　　　定員令1条 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

　

　　

差引増減 職種 級 月数



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）国際平和協力本部 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23

　（項）国際平和協力本部 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23

計 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23

　　うち
　　　定員令1条 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

　

　　

差引増減 職種 級 月数



（第3表）

一般会計 （文部科学3係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）日本学術会議 50 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 52

　（項）日本学術会議 50 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 52 （新規増員）
・日本学術会議

行(一) 5級 12ヶ月 1人

行(一) 5級 12ヶ月 1人

　計 2人

計 50 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 52

　　うち
　　　定員令1条 50 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 52

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

再任用短時間勤務職員

（組織）日本学術会議 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

　（項）日本学術会議 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替
職種 級 月数

増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

　

　　

差引増減

審議事項の企画及び会員選考のための実施体制
の整備に伴う新規増

学協会、産業界等との連携体制の整備等に伴う新
規増



（第3表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）官民人材交流センター 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17

　（項）官民人材交流センター 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17

計 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17

　　うち
　　　定員令1条 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和4年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
3年度末
定　 　 員

4年度要求人員増△減

4年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

　

　　

差引増減 職種 級 月数



（第３表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員
【△8】
＜8＞

△ 8
（組織）沖縄総合事務局 874 15 6 △ 16 0 0 0 0 0 0 8 △ 1 873

【△4】
＜6＞

△ 4
　（項）沖縄総合事務局 592 10 1 △ 12 0 0 0 0 0 0 6 0 592 （新規増員）

市町村施策支援強化のための体制整備に伴う新 行(一) 3級 12ヶ月 1人
相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属 行(一) 4級 12ヶ月 1人
畜舎等の新たな安全基準の執行体制の整備に伴 行(一) 3級 12ヶ月 1人
地域の加工食品事業者による輸出のための取組 行(一) 3級 12ヶ月 1人
新たな沖縄振興策に基づく沖縄地域の企業に対 行(一) 3級 12ヶ月 1人
再エネ特措法改正に係る認定業務等の体制整備 行(一) 3級 12ヶ月 1人
所有者不明土地等対策に関する制度の新設等に 行(一) 3級 12ヶ月 1人
インフラDX及びカーボンニュートラル推進体制の 行(一) 3級 12ヶ月 1人
脱炭素化の推進に係る体制強化に伴う新規増 行(一) 3級 12ヶ月 1人
自動車検査証の電子化による事務委託制度の創 行(一) 3級 12ヶ月 1人

（定員合理化目標数）
定員合理化による減 行(一) 3級 12ヶ月 9人 △  
定員合理化による減 行(一) 2級 12ヶ月 1人 △  
定員合理化による減 行(一) 1級 12ヶ月 2人 △  

（その他の振替）自律的再配置
沖縄総合事務局の公文書管理体制の強化に伴う 行(一) 4級 12ヶ月 1人
人・農地等関連施策の推進のための体制整備に 行(一) 4級 12ヶ月 1人
農村活性化推進室の実施体制の強化に伴う増（自 行(一) 4級 12ヶ月 1人
新型コロナ感染症対策を契機とした働き方改革の 行(一) 3級 12ヶ月 1人
官庁施設の整備・維持管理段階におけるデジタル 行(一) 4級 12ヶ月 1人
観光施策の企画・立案・調整業務等の強化に係る 行(一) 2級 12ヶ月 1人

（その他の振替）業務改革による減
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) 4級 12ヶ月 3人 △  
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) 2級 12ヶ月 1人 △  

【△2】
＜1＞

△ 2
　（項）沖縄治水事業工事諸費 38 0 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 1 △ 2 36 （定員合理化目標数）

定員合理化による減 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

（その他の振替）自律的再配置
インフラDX及びカーボンニュートラル推進体制の 行(一) 4級 12ヶ月 1人

（その他の振替）業務改革による減
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) 4級 12ヶ月 1人 △  
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) 3級 12ヶ月 1人 △  

【△1】
＜1＞

△ 1
（項）沖縄道路整備事業工事諸費 93 2 2 △ 2 0 0 0 0 0 0 1 0 93 （新規増員）

沖縄県中部東海岸地域における幹線道路ネット 行(一) 3級 12ヶ月 1人
北部地域全体の地域振興・観光に資する道路網 行(一) 3級 12ヶ月 1人

（定員合理化目標数）
定員合理化による減 行(一) 2級 12ヶ月 2人 △  

（その他の振替）自律的再配置
幹線道路ネットワーク構築のための業務体制強化 行(一) 4級 12ヶ月 1人

（その他の振替）業務改革による減
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) 4級 12ヶ月 1人 △  

月数
増△減
人員数うち時限 会計間振替

級定員合理化
目標数

削減
差引増減

各省間振替

令和４年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
３年度末
定　 　 員

４年度要求人員増△減

４年度末
定　 　 員新規増員

減員 独法移行減

積算内訳

アタッシェ

振替
職種

司法修習



（第３表）

一般会計 （内閣1・2係） （単位：人）

その他の
振替

月数
増△減
人員数うち時限 会計間振替

級定員合理化
目標数

削減
差引増減

各省間振替

令和４年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
３年度末
定　 　 員

４年度要求人員増△減

４年度末
定　 　 員新規増員

減員 独法移行減

積算内訳

アタッシェ

振替
職種

司法修習

（項）沖縄港湾空港整備事業工事諸費 54 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 56 （新規増員）
補償業務の迅速・効率化及び実施体制の強化に 行(一) 4級 12ヶ月 1人
港湾機能の継続を図るための体制強化に伴う新規 行(一) 3級 12ヶ月 1人

（項）沖縄道路環境整備事業工事諸費 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

（項）沖縄国営公園事業工事諸費 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18

【△1】
＜0＞

△ 1
（項）沖縄農業農村整備事業工事諸費 70 1 1 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 △ 1 69 （新規増員）

ICTを活用した情報化施工技術の導入推進のため 行(一) 4級 12ヶ月 1人

（定員合理化目標数）
定員合理化による減 行(一) 2級 12ヶ月 1人 △  

（その他の振替）業務改革による減
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) 4級 12ヶ月 1人 △  

【△8】
＜8＞

△ 8
計（定員令1条） 874 15 6 △ 16 0 0 0 0 0 0 8 △ 1 873

再任用短時間勤務職員

（組織）沖縄総合事務局 49 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 49

　（項）沖縄総合事務局 44 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 44

　（項）沖縄工事諸費 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5
　　沖縄治水事業工事諸費
　　沖縄道路整備事業工事諸費
　　沖縄港湾空港整備事業工事諸費
　　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　　沖縄国営公園事業工事諸費
　　沖縄農業農村整備事業工事諸費

計 49 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 49

　　



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係　含む他係） （単位：人）

その他の
振替

再任用短時間勤務職員

（組織）内閣本府 83 6 0 (△6) △ 4 0 0 0 0 0 0 2 85

　（項）内閣本府共通費 70 6 0 (△6) △ 4 0 0 0 0 0 0 2 72 予算定員6人のスクラップ

　（項）経済社会総合研究所 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13

（組織）北方対策本部 2 1 0 (△1) △ 1 0 0 0 0 0 0 0 2

　（項）北方対策本部 2 1 0 (△1) △ 1 0 0 0 0 0 0 0 2 予算定員1人のスクラップ

（組織）日本学術会議 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

　（項）日本学術会議 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

（組織）沖縄総合事務局 49 1 0 (△1) △ 1 0 0 0 0 0 0 0 49

　（項）沖縄総合事務局 44 1 0 (△1) △ 1 0 0 0 0 0 0 0 44 予算定員1人のスクラップ

　（項）工事諸費計 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5
　　沖縄治水事業工事諸費
　　沖縄道路整備事業工事諸費
　　沖縄港湾空港整備事業工事諸費
　　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　　沖縄国営公園事業工事諸費
　　沖縄農業農村整備事業工事諸費

 　計 137 8 0 (△8) △ 6 0 0 0 0 0 0 2 139

月数
増△減
人員数司法修習 会計間振替

令和４年度概算要求定員表
　06　内閣府所管

区　　　　　分
３年度末
定　 　 員

４年度要求人員増△減

４年度末
定　 　 員

各省間振替 アタッシェ

振替
差引増減 職種 級

積算内訳

うち時限
定員合理化

目標数
減員 独法移行減

新規増員
削減
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